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○７番（深谷渉議員） ７番公明党の深谷渉でございます。ただいま議長より発言のお許しをい

ただきましたので，通告に従いまして質問をさせていただきます。 

 １点目に，教育についてでございます。 

 里美・水府の小中一貫教育についてお伺いをいたします。今年度から水府小中一貫教育学校が

開校し，本市では里美小中一貫教育学校とあわせて小中一貫教育学校が２校となりました。今年

の４月，茨城新聞に「進む小中一貫・義務教育学校の現場から」と題して３回にわたり特集が組

まれておりました。特集の中には，義務教育学校の形態だけではなく，本市と同様の小中一貫型

の学校の内容も含まれておりました。記事には，「県内の先進校では最大の利点として特色ある

学校づくりが進んだ」との声が多くあるようでございます。また，学校経営に詳しい茨城大学教

職大学院の加藤准教授のコメントに，「これからは教育の質を高める段階，小中一貫教育はしっ

かりとした教育目標の上に成り立つ，９年間でどのような児童生徒を育てるか，明確なビジョン

を具体的に描けるかが鍵」と指摘しております。 

 そこで，本市の里美・水府の小中一貫教育のビジョンと特色ある教育の取り組みがどのように

行われてきたのか，水府の小中一貫教育はこれからどのように取り組んでいこうとしているのか

お伺いをいたします。 

 続きまして，小規模特認校制度の導入についてお伺いをいたします。 

 里美・水府の小中学校は統合して地区に残った最後の学校でございます。しかしながら，児童

生徒数は小学校，中学校ともに１００人に達しておりません。子育て支援の政策の恩恵による子

育て世代の社会増は中山間地域に余り期待できず，近い将来その存続も危ぶまれます。里美・水

府の児童生徒数の今後の見通しをどのように見ているのかお伺いをいたします。 

 次に，里美・水府小中学校一貫校に小規模特認校の制度を図ることについてのご所見をお伺い

いたします。 

 私が所属する文教民生委員会では，北海道の恵庭市の小学校や，水戸の国田小中一貫義務教育

学校など，小規模特認校制度を利用して学校の存続を守っている学校を視察してまいりました。

小規模特認校とは，特定の学校を教育委員会が指定することにより，従来の通学区域は残したま

まで通学区域に関係なく市内のどこからでも就学を認める制度でございます。少人数の学校だか

らできるきめ細やかな指導や授業，英語に特化した魅力ある教育，豊かな自然を生かした教育活

動など，特色のある教育を市民に広く知ってもらい，その提供をするために小規模特認校として

指定をしております。少子化で子どもの数の減少が続く市の周辺地域や，山合いの地域などでは，

学校の存続に向けたこのような取り組みを進めております。本市としてもこの制度を里美・水府

の学校へ導入を検討していく段階ではないかと考えますが，ご所見をお伺いいたします。 

 ２点目の市営住宅についてでございます。 

 まず，連帯保証人についてお伺いをいたします。 

 国土交通省は，今年の３月３０日に，住宅に困窮する低所得者への住宅提供という公営住宅の

目的を踏まえると，保証人を確保できないために入居できないといった事態が生じないようにし

ていくことが必要であり，保証人の確保を公営住宅への入居に際しての前提とすることから転換
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すべきであると考え，従来事業主である自治体に示してきた公営住宅管理標準条例という条例の

ひな形を見直し，連帯保証人を必要としないこととする通知を出しております。 

 本市では，市営住宅入居の際は，従来どおり連帯保証人を必要としておりますが，この連帯保

証人制度が現在どのように機能しているのか，過去５年間で保証人への催告した件数とその徴収

額についてお伺いをいたします。 

 続きまして，先ほどの公営住宅管理標準条例で連帯保証人を必要としないとしたことには，「民

法の一部を改正する法律」により，個人根保証契約に極度額の設定が必要となるなど，「民法」

における債権関係の規定の見直しが行われることにも一因があると思います。そこで今回の「民

法の一部を改正する法律」における債権関係の規定の見直しについてのご認識をお伺いいたしま

す。 

 続きまして，連帯保証人の確保について，本市の今後の方向性についてお伺いをいたします。 

 公営住宅への入居に際しての取り扱いについての通知には，「住宅に困窮する低所得者への住

宅提供という公営住宅の目的を踏まえると，保証人を確保できないために入居できないといった

事態が生じないようにしていくことが必要であり，保証人の確保を公営住宅へ入居に際しての前

提とすることから転換すべきであると考えます」とあります。そして入居時において，「保証人

の確保ではなく，緊急時に連絡がとれるよう勤務先，親戚や知人の住所等，緊急時の連絡先を提

出させることが望ましい」としております。市営住宅入居の際の連帯保証人の確保について，本

市としての今後の方向性をお伺いいたします。 

 ３つ目に，消防についてお伺いいたします。 

 消防団員の準中型免許取得に係る公費の負担についてでございます。 

 平成２９年３月１２日の「道路交通法」改正により，普通免許で運転できるのは車両総重量 3.

５トン未満の車両になりました。今まで５トン未満まで運転できましたが，昨年の３月１２日以

降に免許を取得した方は，運転できるのは車両総重量 3.５トン未満となり条件が厳しくなりまし

た。そうなりますと，昨年３月１２日以降に普通免許を取得された方が消防団に入ると 3.５トン

以上の消防自動車が運転できないことになります。消防団員の減少が問題となっている中，今度

はその活動も限定的になっていき地域防災力が低下してしまいます。 

 そこで１問目といたしまして，「道路交通法」改正における新設された「準中型免許」につい

ての認識をお伺いいたします。２点目として，消防団に配備されている消防車両について，消防

自動車総数のうち，3.５トン以上の消防自動車は何台になるのかお伺いをいたします。 

 次に，準中型免許取得に係る公費負担制度の創設についてお伺いをいたします。 

 数年後には 3.５トン以上の消防自動車を運転することのできない消防団員が問題となってく

ることは明らかでございます。国も平成２９年３月１２日以降に普通免許を取得した新規加入団

員が準中型免許を取得する経費に対して地方公共団体が助成を行った場合に，当該助成額につい

て特別交付税措置を講じることとしております。既に消防団員の準中型免許取得に係る公費負担

を行う自治体も見受けられます。本市として現在どのようなお考えなのかご所見をお伺いいたし

ます。 
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 以上で私の１回目の一般質問を終了いたします。ご答弁よろしくお願いいたします。 

○益子慎哉議長 答弁を求めます。教育長。 

〔石川八千代教育長 登壇〕 

○石川八千代教育長 教育についてお答えいたします。 

 まず，里美・水府の小中一貫教育についてお答えします。 

 本市では，施設併設型小中連携校，いわゆる小中一貫教育学校として，平成２６年度から里美

小中学校が，今年度から水府小中学校が９年間を見据えたカリキュラムの編成を通して特色ある

教育を推進しているところでございます。 

 開校５年目を迎えた里美小中学校においては，小中学生で構成する異年齢集団での縦割り班活

動を生かした集会活動や行事を行い，中学生が小学生をいたわる思いやりの心や自己有用感の着

実な育成を図っております。また，学習面においても全ての先生方が９年間の学習内容の系統性

を把握し，児童生徒の指導に当たることで一人ひとりのつまずきに対応できるなどの成果が見ら

れております。また，中１ギャップと言われる中学校に進学した際への不適応等の心配もなく，

子どもたちが安心して授業を初め学校生活に取り組んでおります。また，中学校の先生が小学校

の音楽や図画工作に乗り入れ授業を行うことで，より専門的な指導を通して児童の技能の向上が

図られ，文化祭等での優れた発表や作品制作につながっております。さらに，身近な地域の自然

や社会とのかかわりを通して地域を大切にする心を育て，自己の生き方について考える里美学の

学習にも小学生から中学生まで取り組んでおります。成果として昨年度，この里美学の実践を関

東甲信越地区生活科・総合的な学習の時間研究協議会神奈川大会において発表し，好評を博した

ところです。 

 今年度スタートした水府小中学校においては，郷土のことを学ぶ中で，地域の誇りである二孝

女の学習や町田焼の体験活動にも力を入れるとともに，グローバル化に対応できるように英語を

中心としたコミュニケーション能力の育成に力点を置き，特色を出していく方向でスタートを切

っております。 

 教育委員会としましても，９年間の学びの中で小中一貫教育校の成果が得られるよう，学校を

支援してまいります。 

 次に，里美地区・水府地区における児童生徒数の今後の見通しについてお答えいたします。 

 まず最初に，現在の里美小中学校，水府小中学校の児童生徒数でありますが，里美小学校児童

数９３名，里美中学校生徒数６１名，水府小学校児童数９９名，水府中学校生徒数７２名となっ

ております。 

 今後の見通しでありますが，里美小学校につきましては，平成３６年度には児童数５５名，今

年度と比較しまして３８名の減，里美中学校につきましては，平成３６年度には生徒数４２名，

今年度と比較しまして１９名の減となる見込みであります。続いて，水府小学校につきましては，

平成３６年度には児童数７８名，今年度と比較しまして２１名の減，水府中学校につきましては，

平成３６年度には生徒数４０名，今年度と比較しまして３２名の減となる見込みとなっておりま

す。 
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 続いて，里美・水府の小中一貫教育校に小規模特認校制度の導入を図ることについてのご質問

にお答えいたします。 

 議員ご発言のとおり，特認校制度につきましては，通学区域に関係なく市内のどこからでも就

学を認めるものであり，通学区域弾力化の一環として行われている制度であります。平成２８年

７月に策定した学校施設整備計画にも示したとおり，中長期的に見ますと児童生徒が著しく減少

することが懸念されることから，里美・水府の小中一貫教育校につきましては，それぞれの特色

ある教育を推進しながら今後特認校制度の導入について検討を進めてまいりたいと考えておりま

す。 

○益子慎哉議長 建設部長。 

〔真中剛建設部長 登壇〕 

○真中剛建設部長 市営住宅の連帯保証人についての３点のご質問にお答えいたします。 

 市営住宅は，住宅に困窮する低額所得者への住宅供給という目的を踏まえ，連帯保証人の確保

を入居条件とし，家賃債務の保証のみならず実質的に緊急時の連絡先としての役割を果たしてい

ることから，入居時において提出をお願いしているところでございます。 

 まず，１点目の過去５年間で連帯保証人へ催告した件数と収納額についてでございますが，市

営住宅の使用料の徴収状況は，近年の納付指導の徹底と入居者による納付意識の向上など，滞納

に対する状況が改善されてきた結果，現年度の収納率について高い水準で推移してございます。

さらに滞納処理事務について，同事務処理要領に基づき連帯保証人に対する手続を進めているこ

とも高い水準につながっていることと考えでございます。連帯保証人に対し，滞納処理といたし

ましては，納付指導依頼書及び連帯保証債務請求通知書を送付し，なおも納付がない場合は，連

帯保証債務履行催告書，続いて最終報告書を配達証明により通知等を行ってございます。さらに

その後においては，明け渡し等訴訟となり裁判所へ提訴となります。 

 ご質問にございます過去５年間において連帯保証人に債務請求を行った件数は，累計で７５件，

総額約４７４万円となり，うち納付された金額は約４３９万円となってございます。ただしこの

額につきましては，連帯保証人が自ら納付されたものと同額とはならないことを付け加えさせて

いただきます。納付書は入居者名にて発行，納付されるため，連帯保証人からかどうか必ずしも

判断ができないためでございます。 

 次に，２点目の「民法の一部を改正する法律」における債権関係の規定の見直しについての認

識にお答えいたします。 

 まず，「民法」の改正でございますが，平成２９年５月２６日，同法の一部を改正する法律が

成立しました。「民法」のうち債権関係の規定は，明治２９年に同法が制定された後，約１２０

年間はほとんど改正がなされてございませんでした。また，今回の改正による施行時期は平成３

２年４月１日となります。 

 この改正により，公営住宅制度に関する規定の見直しとしましては，個人根保証契約に極度額

の設定が必要となります。入居の際に連帯保証人の確保を求める場合には，この施行に伴い新た

に極度額を設定することとなります。例えば，極度額を１０万円，または入居当初の家賃の３カ
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月相当分といったようにその額を明確にする必要があり，その額を変動しないように定めなけれ

ば効力を生じないこととなります。 

 今後，入居に際し連帯保証人を確保することが困難になることが懸念される中，今回の改正を

踏まえ，住宅困窮者の入居に支障がないよう地域の実情等を総合的に勘案し，適切に対応してい

くことが必要でございます。また，今回の改正で連帯保証人への情報提供義務の規定や，賃借人

による修繕や一部滅失等の規定が明記されたことを踏まえ，公共施設総合管理計画等に基づき必

要に応じて適切に修繕を実施するなど，市営住宅の維持管理に努めてまいります。 

 最後に，３点目の入居者の連帯保証人の確保について，本市の今後の方向性についてお答えい

たします。 

 住宅に困窮する低額所得者への住宅供給という公営住宅の目的からも，連帯保証人が確保でき

ないことにより入居できない事態が生じないよう努めなければならないと考えますが，住宅使用

料の納付の担保性を高めることや，入居者，単身者，高齢者等に対する緊急時の連絡先の役割も

果たしていることなどから，これまでは市内在住者，または親族により２名の連帯保証人を入居

時に登録をお願いしている状況でございました。しかしながら，近年においてさまざまな取り組

みにより使用料の徴収率が高い水準に至っておりますことからも，平成２９年度以降の募集の際

には，同保証人の条件を緩和しまして１名での申し込みが可能となっている状況でございます。

現在，入居手続においては連帯保証人の確保ができないなどからの入居辞退者は出ていないのが

実態でございます。 

 今後につきましては，前段にて答弁いたしましたように，「民法」改正による連帯保証人の債

務保証に対する個人根保証契約の極度額の設定や同保証人の請求による債務履行状況に関する情

報提供義務の規定及び債務の保証制度などを含め，県・市町村の公営住宅の申し込み要件等を踏

まえながら検討を進めるとともに，引き続き良好な市営住宅の管理運営に努めてまいります。 

○益子慎哉議長 消防長。 

〔宇野智明消防長 登壇〕 

○宇野智明消防長 消防団員の準中型免許取得に係る公費負担についての３つのご質問にお答え

いたします。 

 初めに，「道路交通法」改正で新設された準中型免許についてお答えいたします。 

 昨年３月の改正により，普通自動車，中型自動車，大型自動車に加え，車両総重量 3.５トン以

上，7.５トン未満の自動車が新たに準中型自動車として設けられ，これに対応する免許として準

中型免許が新設されております。議員ご発言のとおり，この改正により普通自動車免許で運転で

きる自動車は，改正前は車両総重量５トン未満でございましたが，改正後は 3.５トン未満となっ

ております。 

 なお，改正法の経過措置によりまして，改正以前に普通自動車免許を取得されている方につい

てはこれまでと同様，車両総重量５トン未満の自動車を運転することが認められております。 

 次に，２つ目の消防団車両の 3.５トン以上の消防自動車についてお答えをいたします。 

 本市の消防団に配備しています消防自動車につきましては，地域の実情を勘案して消防ポンプ
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自動車が２１台，全自動小型動力ポンプ積載車が１３台，小型動力ポンプ積載車が２６台の総数

６０台でございます。この中で 3.５トン以上については，消防ポンプ自動車が２１台，小型動力

ポンプ積載車が１台，合わせまして２２台となっております。 

 次に，３つ目の準中型免許取得に係る公費負担制度の創設についてお答えをいたします。 

 改正法により準中型自動車となる本市の消防団車両２２台の中で，車両総重量の最も重いもの

は 4.７トンの消防ポンプ自動車であり，全ての車両が５トン未満でございます。本年６月１日現

在，本市消防団員の最年少は２２歳であり，消防団車両を運転する団員については，法の改正以

前に普通自動車免許等を取得しているため，全ての消防団車両の運転が可能でございます。した

がいまして，昨年３月に準中型免許が新設されたことで本市の消防団活動に支障が出る状況では

ないことから，公費負担制度の創設につきましては現在のところ必要はないものと考えていると

ころでございます。 

 しかしながら今後，平成２９年３月１２日以降の普通運転免許を取得の消防団員が増え，本市

の消防団活動に支障が出る場合については，県内市町村の状況を調査研究いたしまして，準中型

免許取得に係る公費負担，または改正法を遵守した消防団車両の運行等について取り組んでまい

りたいと考えております。 

○益子慎哉議長 深谷渉議員。 

〔７番 深谷渉議員 質問者席へ〕 

○７番（深谷渉議員） ご答弁大変ありがとうございました。それでは，次に再質問をさせてい

ただきます。 

 初めに，里美・水府の小中一貫教育についてでございます。そのビジョンと特色でございます

けれども，教育長からお話がありましたとおり，しっかりと里美では取り組まれているなという

感がいたしました。 

 小中一貫教育が進む中で，小中一貫教育全国連絡協議会主催で小中一貫教育全国サミットが毎

年度１回開催されております。昨年度は京都市で第１２回のサミットが行われて，２日間で延べ

3,６５０人の方が参加されて，その取り組み成果の披露や，また情報の交換等が行われたそうで

ございます。 

 この全国の連絡協議会でございますけれども，これは京都市と奈良市と，あと呉市，品川区の

４つの自治体が発起人となりまして作られた協議会でありまして，現在正会員として全国５２の

自治体が参加をしております。ほか賛助会員として３１団体，５人の個人が参加をしているとこ

ろでありますけれども，茨城県ではつくば市と水戸市の教育委員会が自治体として参加をしてお

ります。常陸太田市でも２つの小中一貫教育学校ができたところでありますので，ぜひこういっ

たところに参加して，いろんな取り組みの成果の情報とか，取り組み状況等を情報交換できるよ

うな，そういった体制を作ればいいのかなという気がいたしますけれども，その点のご所見をお

伺いいたします。 

○益子慎哉議長 教育長。 

○石川八千代教育長 小中一貫教育全国サミットへの参加等についてお答えいたします。 
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 里美小中，水府小中等，小中一貫教育をこれからの教育のスタイルの１つとして力を置いてい

る本市としましては，全国で取り組まれている先進的で創意工夫あるさまざまな実践の交流ので

きるサミットへの参加等について今後検討してまいりたいと考えます。 

○益子慎哉議長 深谷渉議員。 

○７番（深谷渉議員） ありがとうございます。ぜひとも検討を重ねていただきたいと思います。 

 次に，小規模特認校制度の導入についてでございます。当面は今後検討されるということでご

ざいます。今回の水府の小学校の統合，そしてまた，幼稚園，保育園を統合してのこども園への

移行，これも急激な少子化に計画が追いついていかなかったのではないかなと，そういった気が

いたしております。やはり少子化に対して前もって導入できるような事前の対策を早目に打って

いただきたいなと要望していきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

 続きまして，市営住宅についてでございます。連帯保証人について，過去５年間に催告した件

数とその徴収額について数値がありました。７５件でありますけれども，この数値はどのように

現在評価されているのかお伺いしたいと思います。 

○益子慎哉議長 建設部長。 

○真中剛建設部長 ただいまのご質問にお答えいたします。 

 先ほど答弁させていただきましたように，入居申し込みの際に，現在連帯保証人を１名お願い

しているところでございます。過去５年間の合計では，先ほど申し上げましたように，納付指導

に対して約９３％の納付率となっております。このことからも連帯保証に対する納付指導は入居

者にとって滞納への支払いを促すことに対して一定の効果があるものと考えでございます。さら

には滞納処理のみならず，連帯保証人を確保して入居手続をすることについて，公営住宅での適

切なコミュニティの形成やその意識づくりにも一定の効果があるものと考えでございます。 

 連帯保証人の必要性，先ほどの効果につきましては，社会情勢や地域情勢等を勘案しまして，

今後適切に対応してまいりたいと考えてございます。 

○益子慎哉議長 深谷渉議員。 

○７番（深谷渉議員） ありがとうございます。 

 「民法」の改正施行は約２年後になりますけれども，仮に保証人をずっと設定するというふう

な形で本市で取り組む方向性でありますと，極度額の設定が必要となってまいります。答弁の中

にもあったような形の設定になってくるかと思うんですけれども，入居を希望する者の努力にも

かかわらず保証人が見つからない場合には，保証人の免除などの配慮を行う，保証人が見つから

ない場合の対応を募集案内に記載するなど，特段の配慮を今後行っていく必要があるのではない

かと思っております。入居時の保証人の確保を求める場合の配慮を，あと２年後の施行でござい

ますけれども，ぜひとも考慮していただきたいと要望いたします。 

 続きまして，消防についてでございますけれども，当面は支障がないというご答弁でございま

した。しかしながらあっという間に年数はたってしまいますので，ぜひともその取り組みを積極

的に早目に取り組んでいただきたいと要望いたしまして，私の一般質問を終了させていただきま

す。本日はありがとうございました。 


